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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期
第２四半期
累計期間

第17期
第２四半期
累計期間

第16期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 1,835,1071,932,6783,807,237

経常利益（千円） 131,278 113,674 210,147

四半期（当期）純利益（千円） 76,228 66,573 115,825

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 377,525 377,525 377,525

発行済株式総数（株） 39,753 39,753 39,753

純資産額（千円） 1,241,0081,307,4251,280,605

総資産額（千円） 2,755,3682,851,0822,777,757

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
1,917.551,674.672,913.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 1,000

自己資本比率（％） 45.0 45.9 46.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
191,169 99,959 387,980

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△293 △2,191 △656

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△141,564 1,009 △289,292

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
579,600 727,098 628,320
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回次
第16期
第２四半期
会計期間

第17期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
1,190.26 994.07

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)業績の状況  

当第２四半期累計期間のわが国経済は、東日本大震災の影響から緩やかに景気持ち直しの動きが見られるものの、

欧州の金融不安や円高、株価の低迷など依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社の主要顧客であるメーカーにおいては、開発需要も依然として堅調に推移しておりますが、家電・機械・半導

体関連での伸びは軟調であり、一方では精密機器・医療機関連では好調に推移するなど、地域間・業種間の格差が見

られる状況で推移しました。

このような状況の中、全社的な情報共有による組織連携の更なる強化を図り、堅調に推移している既存顧客及び新

規顧客からの受注に対し、迅速な営業を展開いたしました。技術料金につきましては、適性レートの確保を継続的に推

進しており、第１四半期に引き続き改善してきております。稼働時間につきましては、夏期の電力不足問題により減少

が懸念されていましたが、大きな低下は見られず、予想を上回る水準で推移しました。また、当第２四半期累計期間に

おける稼働率は93.1％（稼働率(％)＝稼働技術者数/技術社員総数＊100であり、期間の月末人数を累計した数値によ

り算出しております。）となりました。

これらの結果、当第２四半期累計期間の売上高は1,932,678千円（前年同四半期比5.3％増）、売上原価は1,569,801

千円（同3.0％増）、販売費及び一般管理費は278,716千円（同1.9％増）、営業利益は84,160千円（同126.3％増）、経

常利益は113,674千円（同13.4％減）、税引前四半期純利益は113,674千円（同12.5％減）、四半期純利益は66,573千

円（同12.7％減）となりました。

売上原価は、売上高の増加により売上に対する構成比率が81.2％（前年同四半期比1.8ポイント減）と減少いたし

ました。販売費及び一般管理費は、売上高の増加に加え、経費の効率的な活用などにより、売上に対する構成比率は

14.4％（前年同四半期比0.5ポイント減）となりました。また、雇用調整助成金につきましては引き続き受給しており

ますが、稼働率の上昇に伴い、その金額は前年同四半期に比べ減少してきております。

なお、当社の報告セグメントは単一であります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

 　 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、税引前四半期純利益

の計上により、前事業年度末に比べ98,778千円増加し727,098千円となりました。なお、前年同四半期累計期間にお

ける資金の残高は579,600千円でありました。

    当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

   (営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、99,959千円となりました。これは主に、税引前四半期純利益の計上、売上債権の減

少によるものです。なお、前年同四半期は191,169千円の資金を獲得しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は、2,191千円となりました。これは有形固定資産、無形固定資産を取得したことに

よるものです。なお、前年同四半期は293千円の資金を使用しました。

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、1,009千円となりました。これは長期借入金の返済、配当金の支払による減少要因

があったものの、短期借入金の純増額がこれを上回ったことによります。なお、前年同四半期は141,564千円の資金

を使用しました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

 　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(4)研究開発活動

　　　 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 135,000

計 135,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,753 39,753

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 39,753 39,753 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 39,753 － 377,525 － 337,525
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中　吉武 岐阜県瑞穂市 16,367 41.17

ヒップ従業員持株会 神奈川県横浜市西区楠町８-８ 4,051 10.19

田中　佐津枝 岐阜県瑞穂市 918 2.30

岩﨑　篤二 東京都荒川区 615 1.54

株式会社神奈川銀行 神奈川県横浜市中区長者町９-166 450 1.13

株式会社横浜銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1

（東京都中央区晴海１-８-12

　晴海アイランドトリトンスクエア

  オフィスタワーＺ棟）

450 1.13

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１-６-６

日本生命証券管理部内
450 1.13

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１-２-１ 450 1.13

野口　健一 神奈川県秦野市 375 0.94

亀山　弓子 岐阜県瑞穂市 360 0.90

計 － 24,486 61.59

（注）前事業年度末現在主要株主でなかったヒップ従業員持株会は、当事業年度において主要株主となりました。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,753 39,753 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 39,753 － －

総株主の議決権 － 39,753 －

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 経理部長 原口　省一 平成23年８月15日

　

(2）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 営業企画部長兼経理部長 常務取締役 営業企画部長 米山　正雄 平成23年８月18日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 628,320 727,098

受取手形及び売掛金 536,854 519,777

仕掛品 4,565 3,189

貯蔵品 15 61

前払費用 20,647 26,773

繰延税金資産 83,413 83,413

その他 16,217 13,343

流動資産合計 1,290,035 1,373,657

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 398,675 389,948

構築物（純額） 2,788 2,777

車両運搬具（純額） 986 780

工具、器具及び備品（純額） 3,116 3,065

土地 968,009 968,009

有形固定資産合計 1,373,577 1,364,582

無形固定資産

ソフトウエア 2,765 2,367

施設利用権 1,854 1,836

無形固定資産合計 4,620 4,204

投資その他の資産

投資有価証券 7,000 7,000

長期前払費用 284 118

繰延税金資産 66,110 66,110

会員権 1,900 1,900

差入保証金 36,029 35,310

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 109,524 108,638

固定資産合計 1,487,721 1,477,425

資産合計 2,777,757 2,851,082
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 152 190

短期借入金 290,000 450,000

1年内返済予定の長期借入金 401,920 282,400

未払金 6,583 3,403

未払費用 276,763 280,858

未払法人税等 27,809 49,519

未払消費税等 52,382 30,643

預り金 22,552 16,924

賞与引当金 174,094 172,808

その他 1,220 1,503

流動負債合計 1,253,476 1,288,250

固定負債

退職給付引当金 165,589 172,632

役員退職慰労引当金 78,086 82,773

固定負債合計 243,675 255,406

負債合計 1,497,152 1,543,657

純資産の部

株主資本

資本金 377,525 377,525

資本剰余金 337,525 337,525

利益剰余金 565,555 592,375

株主資本合計 1,280,605 1,307,425

純資産合計 1,280,605 1,307,425

負債純資産合計 2,777,757 2,851,082
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 1,835,107 1,932,678

売上原価 1,524,459 1,569,801

売上総利益 310,647 362,877

販売費及び一般管理費

役員報酬 33,867 35,481

給料及び賞与 122,718 121,258

賞与引当金繰入額 12,274 13,440

退職給付引当金繰入額 759 659

役員退職慰労引当金繰入額 4,557 4,687

法定福利費 20,230 19,731

採用費 － 5,152

旅費及び交通費 7,755 6,062

支払手数料 21,399 21,670

地代家賃 20,650 20,635

減価償却費 3,051 2,779

その他 26,188 27,156

販売費及び一般管理費合計 273,454 278,716

営業利益 37,193 84,160

営業外収益

受取利息 94 60

受取配当金 50 50

受取手数料 621 849

助成金収入 98,807 31,119

その他 1,840 1,902

営業外収益合計 101,414 33,982

営業外費用

支払利息 7,323 4,469

その他 5 0

営業外費用合計 7,329 4,469

経常利益 131,278 113,674

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,322 －

特別損失合計 1,322 －

税引前四半期純利益 129,956 113,674

法人税等 53,728 47,100

四半期純利益 76,228 66,573
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 129,956 113,674

減価償却費 12,092 11,042

長期前払費用償却額 756 166

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,704 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,924 △1,285

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,110 7,043

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 227 4,687

受取利息及び受取配当金 △144 △110

支払利息 7,323 4,469

売上債権の増減額（△は増加） △73,978 17,076

たな卸資産の増減額（△は増加） 811 1,331

前払費用の増減額（△は増加） △3,426 △6,103

差入保証金の増減額（△は増加） 2,068 1,503

その他の資産の増減額（△は増加） 41,197 2,090

仕入債務の増減額（△は減少） 38 38

未払費用の増減額（△は減少） △14,541 4,094

預り金の増減額（△は減少） △4,380 △5,628

その他の負債の増減額（△は減少） 73,019 △25,271

小計 185,761 128,819

利息及び配当金の受取額 144 110

利息の支払額 △7,323 △4,491

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 12,586 △24,478

営業活動によるキャッシュ・フロー 191,169 99,959

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △293 △1,503

無形固定資産の取得による支出 － △688

投資活動によるキャッシュ・フロー △293 △2,191

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000 160,000

長期借入金の返済による支出 △137,520 △119,520

配当金の支払額 △24,044 △39,470

財務活動によるキャッシュ・フロー △141,564 1,009

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 49,312 98,778

現金及び現金同等物の期首残高 530,288 628,320

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 579,600

※
 727,098
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

　

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年９月30日現在） 　（平成23年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 579,600

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 579,600

　

 （千円）

現金及び預金勘定 727,098

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 727,098
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　配当金支払額　

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 23,851 600 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　配当金支払額　

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 39,753 1,000 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

　

　

（セグメント情報等）

前第２四半期累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成23年

４月１日  至平成23年９月30日）

【セグメント情報】  

　当社は、アウトソーシング事業を営み顧客企業に技術サービスを提供しておりますが、その財務情報は全社を

一体のものとして把握しており、経営者が定期的にレビューする事業は個別には存在しておりません。区分す

べき事業セグメントが存在せず報告セグメントが単一であるため、セグメント情報に関する記載は省略してお

ります。

　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 1,917円55銭 1,674円67銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 76,228 66,573

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 76,228 66,573

普通株式の期中平均株式数（株） 39,753 39,753

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月４日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　利　篤　雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの平

成23年４月１日から平成24年３月31日までの第17期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月

30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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